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一般会計合計
６億3,718万円

人件費　４億97万円
　職員、特別職、議員など給与費の減

物件費　9,651万円
施設の指定管理移行や事
務経費の見直しによる減

歳入　2,334万円
　使用料、手数料、財産貸付収入などの増

補助費　5,026万円
団体運営補助などの
各種補助事業の見直
し整理による減

普通建設費　6,610万円
農業高度活性化事業など制度
見直しによる減

　和寒町の行政改革は、第３次和寒町行政改革大綱のもと【住民と行政との協働による住民自治の推進】
【分権時代に相応しい基礎自治体制度の確立】を基本方針に掲げ計画期間を平成18年度から平成22年度ま
での５年間としています。
　この基本方針に基づき平成21年度までの４年間において、特別職の報酬の引下げ、施設使用料及び手数
料の見直し･有料化、自治会組織への移行、町有施設の指定管理者への移行など多くの事務事業について町
民の積極的な参画のもと地域･住民・行政の協働による改革を進めてきました。計画最終年となる22年度
においても各種事務事業及び交付金などの削減を計画どおり実施していくこととしています。
　町では、行政改革を確実に実行するために進行管理を行い、行政改革の「効果額」と「進捗状況」につ
いてお知らせしています。

 行政改革の効果額

　一般会計と特別会計を合わせた行政改革の効果額は、18年度が8,767万円、19年度が１億4,972万円、20
年度が２億25万円、21年度が２億1,228万円、22年度（見込み）２億6,934万円で、５ヵ年の合計で効果額
は９億1,926万円となる見込みです。
　下のグラフは、平成18年度から平成22年度までの５年間で平成17年度予算を基準に事務事業を見直し
・廃止したことにより生じた行政改革の効果額（一般会計分）を大きく５つに分類し表しています。同
じく次頁では、５つの特別会計について表しています。



特別会計合計
２億8,208万円

介護保険　１億9,588万円
芳生苑の指定管理に伴う人件
費、事務経費などの見直しによ
る減など

国民健康保険　874万円
　事務経費などの見直し
　による減

町立病院事業　7,409万円
　院外処方による薬剤費、
　人件費、事務経費などの
　見直しによる減

簡易水道事業　66万円
事務経費などの見直
しによる減

　行政改革の進捗状況については、事務事業総数373事業のうち、現状維持とする117事業を除いた256事業

について、行政サービスを全般にわたり見直し、21年度までに実施した事業は214事業で83.6％の実施率と

なっています。また、22年度の実施予定４事業を加えると実施率は、85.2％の見込みです。

公共下水道事業　271万円
使用料の増や事務経費など
の見直しによる減


